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ベルギー・EU 動向 ―2020年 4月― 

ジェトロ・ブリュッセル事務所 

 

1. ベルギーの政治動向 

(1) 新型コロナウイルス、ベルギーでの感染拡大が減速 

先月からベルギーでも爆発的に感染が拡大した新型コロナウイルスの国内の感染者数

は、月初時点で 1 万 5,348 名、月末時点では 4 万 8,519 名となった。今月上旬から中旬

にかけて 1 日 1,000 名を超えるペースで感染が拡大したが、月末には 1 日 500～600 名

程度まで減速した。4 月 29 日時点での新型コロナウイルス感染による死者数は合計

7,594名となった（次図参照）。（2020年 4月 1日） 

 

 

 

(2) フランダース政府、新型コロナウイルス感染拡大に対する企業支援を拡大 

フランダース政府は新型コロナウイルスの感染拡大に対する企業支援策の拡大を発表

した。既存の支援策に加えて、営業停止の対象外の事業者への給付金、大企業に対する

融資保証の拡大、中小企業への低金利の劣後融資の提供、助成金対象部門（文化、スポ

ーツ、メディアなど）への緊急支援を行う。（2020年 4月 1日） 

 

 

感染者数(累積)

1,058人（ 3/15）

15,348人（ 4/1）
48,519人（ 4/29）

退院者数(累積)

204人（ 3/19）

2,495人（ 4/1）

11,576人（ 4/29）

合計死者数 5人

（ 3/15）

1,011人（ 4/1）

7,594人（ 4/29）
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(3) 連邦政府主要閣僚・主要野党党首、経済・雇用面での追加措置で合意＝新型コロナ 

連邦政府の主要閣僚と主要野党党首は、新型コロナウイルスの感染拡大に対する経

済・雇用面での追加措置で合意した。倒産手続きの一時凍結、必要不可欠な部門におけ

る 6 月末までの超過勤務に対する免税、休業補償（一時帰休に伴う休業手当の政府によ

る支払い）受給者の農林分野での就労容認、医療分野など必要不可欠な部門でのフレッ

クスタイム制や派遣などの柔軟化などが含まれる。（2020年 4月 11日） 

 

(4) 不動産賃借人の団体、抗議行動を計画＝新型コロナによる不安拡大で 

不動産賃借人の団体の賃借人組合（Syndicat des locataires）は、新型コロナウイ

ルスの感染拡大によって雇用や収入面での不安を訴える会員の声を受けて、抗議行動を

呼び掛けた。同団体によれば、政府に呼び掛けたものの、強制退去手続きの一時凍結以

外、賃借人への支援策は行われていないという。こうした現状に対する不満を背景に、

賃料の 25％分の支払いを拒否する実力行使を計画。同計画に参加する賃貸人が 5,000

人集まった時点で、実行したいと表明した。（2020年 4月 14日） 

 

(5) 外出制限など新型コロナウイルスの感染対策を延長 

連邦政府と地域・共同体政府の首脳などからなる国家安全評議会は、4 月 19 日まで

延長された外出制限などの措置をさらに 5 月 3 日まで延長することを決定した。ただし、

外出制限の継続可能にあたって、日曜大工用品と園芸用品店の営業再開、ケア付き介護

施設などの入居者への特定の近親者の訪問の許可も決定した。介護施設への訪問は、過

去 2 週間の間、新型コロナウイルスへの感染症状がないことが条件となる。（2020 年 4

月 15日） 

 

(6) 新型コロナウイルス感染対策の違反行為が多数発生 

新型コロナウイルスの感染拡大防止のために 4 月からブリュッセル首都圏地域で導入

された新規則により、ブリュッセル市・イクセル警察署管轄区域で 2,694 件の罰金が科

された。フランス語公共放送 RTBFが報じた。新規則は、接触規制と社会的間隔の確保を

目的に、公共スペースなどにいる個人に、警官などの指示・要請に従うことを求めるも

の。一方、同放送によれば、ベルギー全国で 3月 18日からの 1カ月間で不急不要の移動

や集会などの違反に対して連邦警察が作成した調書は 3 万 6,000 件を超えたという。

（2020年 4月 20日） 
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(7) 連邦雇用省、職場での新型コロナウイルスの感染拡大対策の枠組み指針を公開 

連邦政府雇用省は、職場での新型コロナウイルスの感染拡大対策をまとめた枠組み指

針を公開した。この指針は、できる限り安全かつ現行な環境で事業を再開できるよう基

本的な指針を示したもので、各産業部門や企業の特徴に応じて、適用することを意図し

ている。同枠組み指針は次のウェブサイトからダウンロードできる。 

（ 蘭 ） https://werk.belgie.be/nl/nieuws/generieke-gids-om-de-verspreiding-van-

covid-19-op-het-werk-tegen-te-gaan 

（ 仏 ） https://emploi.belgique.be/fr/actualites/guide-generique-pour-lutter-

contre-la-propagation-du-covid-19-au-travail 

（2020年 4月 23日） 

 

(8) 憲法裁判所、副収入の免税制度の廃止を判決 

憲法裁判所は 2018年に導入された、個人の副業としてのサービス提供の収入を毎月最

大 500 ユーロ〔制度導入時の金額、インデクセーション（物価スライド制）により増

額〕まで非課税とする制度を本年をもって廃止する判決を下した。インターネット上の

プラットフォームや、非営利団体でのスポーツのコーチなどの報酬として得た副収入を

対象とする制度で、共有型経済の拡大の誘因になると期待されていた。しかし、正規の

雇用を脅かす、雇用保護・社会保障がなく著しく差別的などの理由で、国内主要労組

〔CSC（キリスト教系）、FGTB（社会主義系）、CGSLB（リベラル系）〕を筆頭に、複数

の労働者や個人事業主の団体が廃止を求めていた。（2020年 4月 23日） 

 

(9) 新型コロナウイルス対策、接触規制の段階的解除に向けた戦略を策定 

連邦政府と地域・共同体政府の首脳などからなる国家安全評議会は、接触規制の段階

的解除に向けた戦略を策定した。個人の接触の制限、安全な間隔の保持、衛生面での配

慮（手洗い、咳エチケットなど）は継続しつつ、公共空間でのマスク着用の推奨（5 月

4 日移行、公共交通機関では義務）、個人の移動手段の利用推奨に加えて、4 段階のフ

ェーズで外出規制を段階的に排除する。 

〇フェーズ 1-a：手芸用品店の営業再開など 

〇フェーズ 1-b：職場環境、接客などに配慮しつつすべての商店で営業再開 

〇フェーズ 2：美容院など身体的接触を伴う職種の再開条件、美術館の再開など検討 

〇フェーズ 3：レストラン、カフェ、バーなどの再開方法、余暇活動（旅行、キャンプ、

野外フェスなど）の実施方法を検討 

詳細は首相府ウェブサイトを参照。（2020年 4月 25日） 

https://werk.belgie.be/nl/nieuws/generieke-gids-om-de-verspreiding-van-covid-19-op-het-werk-tegen-te-gaan
https://werk.belgie.be/nl/nieuws/generieke-gids-om-de-verspreiding-van-covid-19-op-het-werk-tegen-te-gaan
https://emploi.belgique.be/fr/actualites/guide-generique-pour-lutter-contre-la-propagation-du-covid-19-au-travail
https://emploi.belgique.be/fr/actualites/guide-generique-pour-lutter-contre-la-propagation-du-covid-19-au-travail
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（蘭）https://www.premier.be/nl/coronavirus-belgie-heeft-z-n-exitstrategie-vastgelegd 

（仏）https://www.premier.be/fr/Coronavirus-la-Belgique-a-fixe-sa-strategie-de-sortie-de-crise  

（英）https://www.premier.be/en/Coronavirus-Belgium-has-defined-its-exit-strategy  

 

 

2. ベルギーの経済動向 

(1) ブリュッセル首都圏での 3 月後半の休日件数が減少 

ブリュッセル首都圏地域の就労支援機関アクティリス（Actiris）は、3 月の求人件

数は 3,145 件となり、同年前月比で 7.6％減となった。同月前半（15 日まで）は前年同

期比 4.4％増（1,973 件→2,059 件）だったが、新型コロナウイルス感染拡大対策とし

て外出規制などが導入された後半は 24.1％減（1,430 件→1,086 件）だった。なお、3

月末時点での求職中の失業者は 8 万 8,508 人で、前年同期比マイナス 1.1％。新型コロ

ナウイルスの影響はまだ見られなかった。（2020年 4月 2 日） 

 

(2) BECI など調査対象企業 4725社の 4 割で売上高が 75％以上減 

ブリュッセル商工会議所（BECI）とフランダース商工会議所（VOKA）、ワロン企業連

盟（UWE）、フラマン（オランダ）語系個人事業主団体の UNIZO などが 4,725 社を対象

とする調査を実施。調査対象企業の約 4 割が売上高が 75％以上縮小し、平均で下げ幅

は 50％以上となった。ただし、調査対象企業の規模を考慮すると、ベルギーの全企業

では約 3 分の 1 の縮小となるという。企業閉鎖の影響は特に中小企業で大きく、部門別

では飲食・宿泊（93％減）、芸術・興行・余暇（74％減）、小売店（59%減）への影響

が大きかった。（2020年 4月 6日） 

 

(3) 2019 年の財政収支は 1.9％の赤字、公的債務は 98.6％ 

国民経済研究所（INR-ICN）とベルギー国立銀行（中央銀行）は 2019 年の財政収支と

公的債務に関するデータを発表。財政収支を対 GDP 比 1.9％の赤字、公的債務を同

98.6％と算出した。財政収支は 2018 年（0.8％の赤字）から 1.1 ポイント赤字が拡大。

その要因として、社会保障費と公共投資が高水準で推移したことを挙げた。公的債務は

2018 年から 1.2 ポイント拡大。債務縮小の目標達成の途上にあるとしつつも、公的債務

の縮小は財政健全化だけでなく、名目 GDP の拡大や低金利によるところが大きいと分析

した。（2020年 4月 20日） 

 

 

https://www.premier.be/nl/coronavirus-belgie-heeft-z-n-exitstrategie-vastgelegd
https://www.premier.be/fr/Coronavirus-la-Belgique-a-fixe-sa-strategie-de-sortie-de-crise
https://www.premier.be/en/Coronavirus-Belgium-has-defined-its-exit-strategy
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(4) ブリュッセル首都圏地域の在住者約 9万 8,000人が一時帰休に＝新型コロナウイルス 

ブリュッセル首都圏の在住者で休業補償（一時帰休に伴う休業手当）の支払いを受け

ている労働者は約 9 万 8,000 名に上る。フランス語公共放送 RTBF、フラマン（オラン

ダ）語公共放送 VRT などが報じた。分野別では専門サービス（約 3 万 3,000 人）、飲

食・宿泊（1 万 8,000 人）、小売（1 万 4,000 人）が多いという。なお、ブリュッセル

首都圏で就労するフランダース地域やワロン地域の居住者も含めると、1 万 4,078 社の

企業が労働者 18万 2,950名に一時帰休を適用したという。（2020年 4月 26日） 

 

(5) フランダース地域、新型コロナ対策給付に 11万 6,329件の申請 

フランダース政府イノベーション・企業局（Vlaio）は新型コロナウイルスの感染拡大

対策実施に伴う給付金の申請・受給状況を公開した。フランダース政府は感染対策とし

て閉鎖対象となる事業者に対して 4,000 ユーロ、4月 5日以降は 1日当たり 160ユーロの

給付を行っている。Vlaio の発表によると、28 日時点で 4,000 ユーロ給付の申請は 11 万

6,329件、受給件数は 9万 3,926件、160ユーロ/日の給付の受給件数は 7万 663件だった。

（2020年 4月 28日） 

 

(6) ベルギー国立銀行、一時帰休時の休業手当による収入の代替率を試算 

ベルギー国立銀行（中央銀行）は休業補償（一時帰休の適用に伴う休業手当）による

収入の代替率の試算を発表した。今般の新型コロナウイルスの大流行のように、経済的

事由・災害などにより雇用主都合による一時帰休が適用された場合、労働者には休業補

償が支払われる。ベルギー国立銀行の試算は給与水準と世帯の状況に応じて代替率を算

出。例えば、平均月収が全国平均の 3,793 ユーロ（税引き前）の単身者の場合、休業補

償による収入の代替率は税引き前で 55％、税引き後で 65％となる。（2020 年 4 月 29 日） 

 

(7) 新型コロナウイルスの幸福度への悪影響は経済・通貨危機以上＝連邦計画局 

連邦計画局は、ベルギー人の幸福度に関する調査結果を発表した。健康と生活水準、

社会生活、就労・教育を主な要因として幸福度を数量化する独自の指数で評価したもの

となる。様々な調査で得られたデータから、新型コロナウイルスの影響により、健康上

の問題を抱える人が前年の 8.6％から 10.6％に拡大、著しい物質的な困窮にある人が

4.6％から 6.6％に、社会的な支援を得られないでいる人が 11.6％から 17.4％になり、

失業者は 6 万 4,500 人増加したと推計。新型コロナウイルスによる影響は 2008 年の経

済・通貨危機よりも甚大だと結論付けた。特に、女性や 16～49歳の年齢層、高等教育を

修了していない人、単身者、低所得者層への影響が大きいという。（2020 年 4 月 29 日） 
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＜月例経済指標＞ 

3月の新車登録台数：前年同月比 47.5％減 

ベルギー自動車工業会（FEBIAC）は、3 月の

乗用車の新車登録台数は 2 万 8,801 台（前年

同月比 47.5％減）だったと発表した。新型コ

ロナ禍による店舗閉鎖、販売・納車の註品な

ど大幅な営業活動の制限が影響した。ブラン

ド別では、フォルクスワーゲンのシェアが

10.44％と最も大きく、BMW（シェア 8.03％）

とメルセデス・ベンツ（同 6.69％）が続いた。

（2020年 4月 1日） 

 

3月の失業手当受給者数：前年同月比 6.8％減 

国立雇用局（NEO）は、2 月の失業手当受給

者数が 32 万 7,499 人（前年同月比 6.8％減）

だったと発表した。地域別にみると、フラン

ダース地域が 13 万 1,805 人（同 8.2％減）、

ワロン地域が 13 万 2,687 人（同 6.2％減）、

ブリュッセル首都圏地域が 6 万 3,007 人（同

4.8％減）だった。（2020年 4月 28日） 

 

 

4 月のインフレ率：前年同月比 0.57％上昇 

連邦経済省の発表によると、4 月の消費者物

価指数は前年同月比で 0.57％上昇した。ン

野菜、肉類、酒類、果物、洗剤類、魚介類、

家賃が値上がり要因となった。一方、自動

車燃料、電力、天然ガス、液体燃料、複合

的通信サービス（パッケージ料金）、携帯

電話が押し下げ要因となった。（2020 年 4

月 29日） 
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3. ベルギーの産業動向 

(1) カネカ・ユーロジェンテック、新型コロナウイルス検査試薬の供給開始 

カネカのグループ会社カネカ・ユーロジェンテックは、ベルギー政府の要請を受けて、

新型コロナウイルス検査に使用される PCR 検査試薬の生産を強化し、初回分として約

20 万回分相当の検査試薬をベルギー国内と近隣国の病院・検査機関・研究機関への供

給を開始したと発表した。ナミュール大学が開発した、特殊な装置や専用試薬を使用し

ない簡便な検出法が連邦政府の医薬保健製品庁に承認され、同検査にカネカ・ユーロジ

ェンテックの PCR 検査試薬が採用されたことが、供給要請につながった。（2020 年 4

月 2日） 

 

(2) 国内主要行、株主配当の支払い中止を発表＝新型コロナウイルス 

欧州中央銀行（ECB）は、新型コロナウイルスの感染拡大で経済への深刻な影響が避

けられないとの判断から、家計や企業への資金供給を最優先とするため、ユーロ圏の金

融機関に対し、少なくとも 10 月 1 日までは 2019 および 2020 会計年度の株主配当を実

施しないこと、さらに自社株買いを行わないよう金融機関に要請。この要請を受けて、

ベルギーの KBC と ING、Belfius、BNP Paribas Fortis の 4 行も株主配当の中止を発表

した。（2020年 4月 2日） 

 

(3) アントワープ港、アームバンド型機器で新型コロナウイルス対策 

アントワープ港は、デジタル技術を専門とするベルギーの Rombit が開発した電子ア

ームバンド「Romware Covid Radius」を新型コロナウイルスの感染拡大対策として試験

的に導入したと発表した。Rombit の既存の製品「Romware ONE」に新型コロナウイルス

感染の防止を目的とした新機能を加えたもので、社会的距離（1.5 メートル）以内に近

づくと警告を発信、また、接触履歴をトレースできる。なお、警告信号が発動しても位

置情報などプライバシーにかかわる機微な情報は雇用者に開示されないという。（2020

年 4月 20日） 

 

(4) マクドナルド、ドライブスルー営業を再開＝新型コロナウイルス 

3 月 18 日以来、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い営業を停止していたマクドナル

ドが 4 月 21 日からドライブスルー営業を再開すると仏語経済紙「L'Echo」が報じた。社

会的距離を保つため、通常の 40～50％の従業員が勤務する予定。他の従業員は引き続き

一時帰休（休業手当あり）が適用される。限られた数の従業員で対応できる範囲での営
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業となるため、商品ラインナップは通常よりも限定的となる見込みだという。同業のバ

ーガーキングとクィックは追って同様の決定をする模様。（2020年 4月 20日） 

 

(5) 日東電工など、新型コロナウイルスの感染者向け遠隔モニタリング機器を開発 

日東電工や医療用ウェアラブル機器 Byteflies、半導体 Melexis などは、新型コロナウ

イルスの患者向けの遠隔モニタリング機器を開発し、東リンブルフ病院（Ziekenhuis 

Oost-Limburg）で試験を開始した。リンブルフ州の産業情報ウェブサイト「Made in 

Limburg」など複数のメディアが報じた。回復期の患者の左胸に直接貼り付けて、患者の

呼吸と心拍数を遠隔で監視する。体温測定機能も追加される予定だという。在宅・ケア

ホーム在住の患者のフォロー改善に加え、医療関係者と感染者の接触抑制効果も期待さ

れる。（2020年 4月 23日） 

 

(6) ゼーブリュージュ港、第 1 四半期の取り扱い貨物量は同年前年比 34.3％増 

ゼーブリュージュ港は、2020 年第 1 四半期の取扱貨物量が前年同期比 34.3%増の 1,438

万トンだったと発表した。液化天然ガス（LNG）の取扱量増加（+293.7%）を主要因に挙

げた。他方、乗用車の取扱量は新型コロナの影響を受け減少。ただし、英国の EU 離脱

（ブレグジット）を見据えた前年同期における在庫積み増しに伴う取扱量増加への反動

減もあるとしている。RORO 船（自動車運搬船）は前年同期比で 12.1％減。また、3 月 11

日以降、コロナの影響によりクルーズ船利用はなく乗船利用客は 33.7％減少した。

（2020年 4月 24日） 

 

(7) COMEOS、新型コロナウイルスに伴う外出・営業規制の段階的緩和を歓迎 

小売り・サービス産業団体 COMEOS は、連邦政府の国家安全保障評議会が新型コロナ

ウイルスの感染拡大に伴う外出・営業制限を段階的に緩和する方針を発表したことを受

けて声明を発表した。店舗再開が 5 月 4 日でなく 11 日となったことについて、「厳し

いが明るい先行きを示すもの」と評価した。一方、衣料品の小売り分野で試着などに関

する追加安全策を積極的に取り入れたことにも言及し、再開準備はできていると強調し

た。一方、店舗閉鎖により 1 日 1.4 億ユーロ、11 日までに約 20 億ユーロの損失が発生

するとし、小売店への追加支援策を求めた。（2020年 4月 25日） 

 

(8) Vinçotte、プライバシー配慮型の新型コロナウイルス接触管理システムを提案 

認証機関 Vinçotte は、スタートアップ Esoptra と協力し、外出自粛解除に伴う新型

コロナウイルス感染の第 2 波を阻止するための QR コードを活用したプライバシーに配
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慮した新システムを発表した。社内で往来が多い場所に QR コードを配置し、アクセス

する際にスマートフォンでスキャンすることで、万が一、コロナウイルス感染者が確認

された場合、同時間帯にアクセスした他の従業員に感染リスクを通知することができる。

（2020年 4 月 28日） 

 

(9) 自動車メーカーも生産を再開＝新型コロナウイルス 

ドイツ高級車メーカーのアウディのフォレスト工場が 5 月 4 日より稼働再開する。ベ

ルギー各紙が報じた。再開にあたって 2 日間の試験期間を設け、従業員の安全衛生を十

分に管理できることを確認した。当面、2 チームに分けての稼働となり、生産台数は半

減するという。また、スウェーデンの自動車大手ボルボ・ゲント工場も同日よりフル稼

働で生産を再開する。同工場では 4 月 20 日より減産し再稼働していたが、フル稼働で

の生産にあたって、従業員の社会的距離を保つために回転式ドアを設置、作業スペース

の地面へのマーキング、プレキシガラスの設置などの対策を取った。なお、外部の訪問

者には体温検査を行うとしている。（2020年 4月 30日） 

 

 

4．EUの動向(～「ジェトロビジネス短信」より～) 

★新型コロナウイルス関連 

（1）欧州委、新型コロナウイルス対応に関する競争法ガイダンスを公表（2020 年 4 月 9 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/cffdebca0c982f23.html 

 

（2）新型コロナウイルス対策の出口戦略のロードマップ公表（2020 年 4 月 16 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/422a65edc4d7107c.html 

 

（3）欧州産業連盟、3 段階からなるコロナ対策を EU に提言（2020 年 4 月 17 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/59f1da7357ae8515.html 

 

（4）欧州委、新型コロナ対策モバイルアプリ利用の共通アプローチ公表（2020 年 4 月 20 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/aeed78fbb57f8ec4.html 

 

（5）EU 首脳、復興基金の早期具体化を欧州委に要請（2020 年 4 月 24 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/f939b4eff1aa86b4.html 

 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/cffdebca0c982f23.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/422a65edc4d7107c.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/59f1da7357ae8515.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/aeed78fbb57f8ec4.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/f939b4eff1aa86b4.html
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（6）EU 労働安全衛生機構、通常勤務再開に向けたガイドライン公開（2020 年 4 月 27 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/6a09079304bb3416.html 

 

（7）EU、医療機器規則の適用開始を 1 年延期（2020 年 4 月 30 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/934c1418e5eeeba9.html 

 

◎その他、EU 関連情報 

（1）EU ビジネス界、ASEAN 経済統合促進に向けたレポート公開（2020 年 4 月 3 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/7f02fc6768fdbbd3.html 

 

（2）EU27 カ国の 2 月の失業率は前月比で横ばい、ユーロ圏では 0.1 ポイント改善（2020 年 4 月

8 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/5ff44212d04794a0.html 

 

（3）欧州中銀、担保条件の緩和措置を発表（2020 年 4 月 10 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/435a3b8feb1353c8.html 

 

（4）英・EU 首席交渉官が共同声明、交渉日程を再設定するも 6 月大枠合意目標は変わらず

（2020 年 4 月 16 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/9b0c26e05dde41c6.html 

 

（5）第 1 四半期の EU の新車登録台数は前年同期比 25.6％減、3 月は 55.1％減（2020 年 4 月

20 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/a293b6bcfb1bca19.html 

 

（6）欧州中銀が担保条件を再緩和、格下げ後の債券も担保として継続容認（2020 年 4 月 24 日

付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/dba4bd6e918ab77c.html 

 

（7）EU・英国、将来関係協議の第 2 ラウンドは平行線をたどる（2020 年 4 月 27 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/6f59408d9adfa1b5.html 

 

 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/6a09079304bb3416.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/934c1418e5eeeba9.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/7f02fc6768fdbbd3.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/5ff44212d04794a0.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/435a3b8feb1353c8.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/9b0c26e05dde41c6.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/a293b6bcfb1bca19.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/dba4bd6e918ab77c.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/6f59408d9adfa1b5.html
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（8）EU との FTA 現代化交渉で最終合意、自動車産業の原産地規則が緩和（2020 年 4 月 30 日

付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/f890ccce8bf2ea7e.html 

 

（9）EU の GI 保護対象産品などの売上高は 771 億 5,000 万ユーロ（2020 年 4 月 30 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/8709592644a11c42.html 

 

（10）EU・メキシコ FTA の再交渉が妥結（2020 年 4 月 30 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/2ba11c3eeb35639b.html 

 

（11）世界の政治・経済日程（2020 年 5～7 月）（欧州）（2020 年 4 月 30 日付） 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/5bc840f45dba2d03.html 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/f890ccce8bf2ea7e.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/8709592644a11c42.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/2ba11c3eeb35639b.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2020/04/5bc840f45dba2d03.html
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『ベルギー日本人会商工委員会ビジネスセミナー案内送付のお知らせ』 

日本人会商工委員会と日本貿易振興機構（ジェトロ）ブリュッセル事務所は、労務・法務、

会計、政策動向、経済情勢など皆様のビジネスに関連するテーマを題材にしたビジネスセ

ミナーを年に 4回開催しています。日本人会会員企業の方は無料で本セミナーにご参加い

ただけます。案内状の送付を希望される方は、belinfo@jetro.go.jpまでメールアドレス

をご連絡ください。 

＜調査レポートのご案内＞  

■英国の EU 離脱に伴う各国の反響や今後の日本企業への影響 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/  

 

■日 EU 経済連携協定（EPA） 

https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/  

 

■地域分析レポート「深化を続ける日 EU・EPA」 

①制度面：専門委員会などで分野別の対話進む 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/23bd5a04b28be668.html  

②運用面：キーワードから見る原産地手続き 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/94a09b00c58cd6fe.html  

 

■欧州グリーン・ディールの概要と循環型プラスチック戦略にかかわる 

EU および加盟国のルール形成と企業の取り組み動向 

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/01/a4731e6fb00a9859.html  

 

■EU における新しい公的管理・植物衛生・動物衛生制度 

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/fc27c518811dca0e.html  

mailto:belinfo@jetro.go.jp
https://www.jetro.go.jp/world/europe/uk/referendum/
https://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/epa/
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/23bd5a04b28be668.html
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/94a09b00c58cd6fe.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/01/a4731e6fb00a9859.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2020/02/fc27c518811dca0e.html

